
 

変 更 点

0111 -02 麦類

-021 小麦
-022 大麦

0112 -02 豆類

-021 大豆

-029 その他の豆類

0114 -01 果実

-011 果実

0115 -09 その他の食用耕種作物

-091 雑穀

-099 他に分類されない食用耕種作物

0121 -09 その他の畜産

-099 その他の畜産

0152 -01 素材

-011 素材

0171 -01 海面漁業

-011 海面漁業

0629 -09 その他の鉱物

-091 鉄鉱石

-092 非鉄金属鉱物

-093 石灰石

-094 窯業原料鉱物（石灰石を除く。）

-099 他に分類されない鉱物

1111 -09 その他の畜産食料品

-099 その他の畜産食料品

1112 -09 その他の水産食料品

-099 その他の水産食料品

1115 -01 農産保存食料品

-011 農産保存食料品

1119 -09 その他の食料品

-099 その他の食料品

1129 -02 清涼飲料
-021 清涼飲料

1611 -02 合板・集成材

-021 合板・集成材

1619 -09 その他の木製品

-091 建設用木製品

-099 他に分類されない木製品

2041 -01

-011 合成オクタノール・ブタノール

-012 酢酸

-013 二塩化エチレン

-014 アクリロニトリル

-015 エチレングリコール

-016 酢酸ビニルモノマー

-019 その他の脂肪族中間物

2041 -02

-021 合成染料・有機顔料

-022 スチレンモノマー

-023 合成石炭酸

-024 テレフタル酸・ジメチルテレフタレート

-025 カプロラクタム

-029 その他の環式中間物

脂肪族中間物 平成23年表において行部門「2041-011 合成アルコール類」に含まれていたエチルアル
コール（石油系）、合成高級アルコール（Ｃ９以上のもの）及びイソプロピルアルコー
ルを行部門「2041-019 その他の脂肪族中間物」に統合し、平成23年表の行部門「2041-
011 合成アルコール類」を「合成オクタノール・ブタノール」に名称変更

環式中間物・合成染料・有機顔料 ① 平成23年表の列部門「2041-02 環式中間物」と「2041-03 合成染料・有機顔料」を
統合し、「2041-02 環式中間物・合成染料・有機顔料」とする。
② 平成23年表の行部門「2041-029 その他の環式中間物」に含まれていたジメチルテレ
フタレートを「2041-023 テレフタル酸（高純度）」に統合し、「2041-024 テレフタル
酸・ジメチルテレフタレート」に名称変更

平成23年表の「1113-09、-099 その他の水産食品」を「1112-09、-099 その他の水産食
料品」に名称変更

平成23年表において「1116-01、-011 農産びん・かん詰」に含まれていたジャム（び
ん・かん詰）、野菜びん・かん詰、果実びん・かん詰、原料濃縮果汁を本部門に統合
し、平成23年表の「1116-02、-021 農産保存食料品（びん・かん詰を除く。）」を
「1115-01、-011 農産保存食料品」に名称変更

平成23年表において「1116-01、-011 農産びん・かん詰」に含まれていた野菜ジュース
を本部門に統合

表３－９ 平成23年表からの部門の変更点一覧表

コード 部 門 名

平成23年表の行部門「0111-021 小麦（国産）」と「0111-022 小麦（輸入）」を統合し
「0111-021 小麦」に、「0111-023 大麦（国産）」と「0111-024 大麦（輸入）」を統合
し「0111-022 大麦」に名称変更

平成23年表の行部門「0112-021 大豆（国産）」と「0112-022 大豆（輸入）」を統合
し、「0112-021 大豆」に名称変更

本表では、変更点がコード番号のみの部門については掲載を省略した。平成23年表と平成27年表とのコード番号の対応関係については、第９章の参考９
「平成23年(2011年）‐平成27年（2015年）産業連関表部門分類対照表」を参照されたい。

平成23年表の行部門「0114-011 かんきつ」、「0114-012 りんご」、「0114-019 その他
の果実」を統合し、「0114-011 果実」とする。

平成23年表の行部門「0115-092 油糧作物」を「0115-099 他に分類されない食用耕種作
物」に統合

平成23年表の行部門「0121-091 羊毛」と「0121-099 他に分類されない畜産」を統合
し、「0121-099 その他の畜産」とする。

平成23年表の行部門「0152-011 素材（国産）」と「0152-012 素材（輸入）」を統合
し、「0152-011 素材」とする。

平成23年表の行部門「0171-011 海面漁業（国産）」と「0171-012 海面漁業（輸入）」
を統合し、「0171-011 海面漁業」とする。

平成23年表の列部門「0611-01 金属鉱物」と「0639-09 その他の鉱物」を統合し、
「0629-09 その他の鉱物」とする。

日本標準産業分類の改定により、平成23年表において「1611-02、-021 合板・集成材」
に含まれていた床板を本列部門及び行部門「1619-091 建設用木製品」に統合

① 平成23年表において「1112-02、-021 畜産びん・かん詰」に含まれていた食肉び
ん・かん詰（コンビーフかん詰、うずら卵水煮かん詰等）を本部門に統合
② 平成23年表において「1119-09、-099 その他の食料品」に含まれていたその他の畜
産食料品（精製はちみつ、乾燥卵等）を本部門に統合
③ 平成23年表の「1112-01、-011 肉加工品」を「1111-09、-099 その他の畜産食料
品」に名称変更

平成23年表において本部門に含まれていた床板を列部門「1619-09 その他の木製品」及
び行部門「1619-091 建設用木製品」に統合

① 平成23年表において「1112-02、-021 畜産びん・かん詰」に含まれていた調理特殊
かん詰（カレーかん詰、ミートソース類かん詰、スープ類かん詰等）を本部門に統合
② 平成23年表において本部門に含まれていたその他の畜産食料品（精製はちみつ、乾
燥卵等）を「1111-09、099 その他の畜産食料品」に統合
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変 更 点

2051 -03 高機能性樹脂

-031 高機能性樹脂

2051 -09 その他の合成樹脂

-099 その他の合成樹脂

2061 -01 化学繊維

-011 レーヨン・アセテート

-012 合成繊維

2081 -01 油脂加工製品・界面活性剤

-011 油脂加工製品

-012 石けん・合成洗剤

-013 界面活性剤（石けん・合成洗剤を除く。）

2229 -09 その他のゴム製品

-091 ゴム製・プラスチック製履物

-099 他に分類されないゴム製品

2312 -01 なめし革・革製品・毛皮（革製履物を除く。）

-011 製革・毛皮

-012 かばん・袋物・その他の革製品

2631 -03 鋳鉄品・鍛工品（鉄）

-031 鋳鉄品

-032 鍛工品（鉄）

2891 -01 ガス・石油機器・暖房・調理装置

-011 ガス・石油機器・暖房・調理装置

3112 -01 サービス用・娯楽用機器

-011 自動販売機

-012 娯楽用機器

-019 その他のサービス用機器

3211 -04 フラットパネル・電子管

-041 フラットパネル・電子管

3299 -01 記録メディア

-011 記録メディア

3299 -09 その他の電子部品

-099 その他の電子部品

4611 -001 事業用電力

-01 事業用火力発電

-02 事業用発電（火力発電を除く。）

4811 -02 廃棄物処理

-021 廃棄物処理

5312 -01 生命保険

-011 生命保険

5511 -01 不動産仲介・管理業
-011 不動産仲介・管理業

5789 -02 水運施設管理（国公営）★★

-021 水運施設管理（国公営）★★

5789 -03 水運施設管理

-031 水運施設管理

5789 -05 航空施設管理（公営）★★

-051 航空施設管理（公営）★★

5789 -06 航空施設管理

-061 航空施設管理

コード 部 門 名

平成23年表における分譲住宅については、売買仲介手数料に相当する費用のみを計上し
ていたが、平成27年表では販売マージンを計上
① 平成23年表において本部門に含まれていた地方公営事業会計の適用範囲である港湾
事業、港湾運営会社等が港湾区域内で行う一部施設の管理活動を「5789-03、-031 水運
施設管理」に分割し特掲
② 平成23年表の「5789-02、-021 水運施設管理★★」を「水運施設管理（国公営）★
★」に名称変更
平成23年表において「5789-02、-021 水運施設管理★★」に含まれていた地方公営事業
会計の適用範囲である港湾事業、港湾運営会社等が港湾区域内で行う一部施設の管理活
動を本部門に分割し特掲

① 平成23年表において本部門に含まれていた国が行う空港の管理及び航空交通管制活
動を「5789-06、-061 航空施設管理」に統合
② 平成23年表の「5789-04、-041 航空施設管理（国公営）★★」を「5789-05、-051
航空施設管理（公営）★★」に名称変更

① 平成23年表において「5789-04、-041 航空施設管理（国公営）★★」に含まれてい
た国が行う空港の管理及び航空交通管制活動を本部門に統合
② 平成23年表の「5789-05、-051 航空施設管理（産業）」を「5789-06、-061 航空施
設管理」に名称変更

平成23年表の列部門「4611-01 事業用原子力発電」と「4611-03 水力・その他の事業用
発電」を統合し、「4611-02 事業用発電（火力発電を除く。）」に名称変更

平成23年表の「4811-02、-021 廃棄物処理（産業）」を「廃棄物処理」に名称変更

平成23年表の「6431-01、-011 社会保険事業★★」に含まれていた社会保障基金に該当
しないもの（国民年金基金、国民年金基金連合会、厚生年金基金、企業年金基金、企業
年金連合会、独立行政法人農業者年金基金（旧年金を除く）、独立行政法人中小企業基
盤整備機構（小規模企業共済勘定）、独立行政法人勤労者退職金共済機構等）を本部門
に統合

平成23年表の「2891-01、-011 ガス・石油機器・暖厨房機器」を「ガス・石油機器・暖
房・調理装置」に名称変更

平成23年表の列部門「3112-01 サービス用機器」を「サービス用・娯楽用機器」に名称
変更

平成23年表において「3299-09、-099 その他の電子部品」に含まれていたその他のフ
ラットパネルを本部門に統合し、平成23年表の「3211-01、-011 電子管」を「3211-04、
-041 フラットパネル・電子管」に変更

平成23年表において「3299-09、-099 その他の電子部品」に含まれていた半導体メモリ
メディアを本部門に統合し、平成23年表の「3299-01、-011 磁気テープ・磁気ディス
ク」を「記録メディア」に名称変更

平成23年表において本部門に含まれていたその他のフラットパネルを「3211-04、-041
フラットパネル・電子管」に、半導体メモリメディアを「3299-01、-011 記録メディ
ア」にそれぞれ統合

平成23年表の列部門「2312-01 製革・毛皮」と「2312-02 かばん・袋物・その他の革製
品」を統合し、「2312-01 なめし革・革製品・毛皮（革製履物を除く。）」とする。

① 平成23年表において「2051-09、-099 その他の合成樹脂」に含まれていたポリフェ
ニレンサルファイドを本部門に統合
② 平成23年表において本部門に含まれていた変性ポリフェニレンエーテルを「2051-
09、-099 その他の合成樹脂」に統合
① 平成23年表において「2051-03、-031 高機能性樹脂」に含まれていた変性ポリフェ
ニレンエーテルを本部門に統合
② 平成23年表において本部門に含まれていたポリフェニレンサルファイドを「2051-
03、-031 高機能性樹脂」に統合

平成23年表の列部門「2061-01 レーヨン・アセテート」と「2061-02 合成繊維」を統合
し、「2061-01 化学繊維」に名称変更

① 平成23年表の列部門「2081-01 油脂加工製品・石けん・合成洗剤・界面活性剤」を
「油脂加工製品・界面活性剤」に名称変更
② 平成23年表の行部門「2081-013 界面活性剤」を「界面活性剤（石けん・合成洗剤を
除く。）」に名称変更

平成23年表の列部門「2229-01 ゴム製・プラスチック製履物」と「2229-09 その他のゴ
ム製品」を統合し、「2229-09 その他のゴム製品」とする。また平成23年表の行部門
「2229-099 その他のゴム製品」を「他に分類されないゴム製品」に名称変更

平成23年表の列部門「2631-03 鋳鉄品及び鍛工品（鉄）」を「鋳鉄品・鍛工品（鉄）」
に名称変更
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変 更 点

5791 -01 郵便・信書便

-011 郵便・信書便

5911 -01 固定電気通信

-011 固定電気通信

5911 -03 電気通信に附帯するサービス

-031 電気通信に附帯するサービス

5941 -01 インターネット附随サービス

-011 インターネット附随サービス

5951 -01 映像・音声・文字情報制作（新聞・出版を除く。）

-011 映像・音声・文字情報制作（新聞・出版を除く。）

6111 -01 公務（中央）★★

-011 公務（中央）★★

6112 -01 公務（地方）★★

-011 公務（地方）★★

6311 -01 学校教育（国公立）★★

-011 学校教育（国公立）★★

-02 学校教育（私立）★

-021 学校教育（私立）★

6311 -03 学校給食（国公立）★★

-031 学校給食（国公立）★★

-04 学校給食（私立）★

-041 学校給食（私立）★

6312 -04 その他の教育訓練機関

-041 その他の教育訓練機関

6321 -01 自然科学研究機関（国公立）★★

-011 自然科学研究機関（国公立）★★

6321 -02 人文・社会科学研究機関（国公立）★★

-021 人文・社会科学研究機関（国公立）★★

6321 -03 自然科学研究機関（非営利）★

-031 自然科学研究機関（非営利）★

6321 -04 人文・社会科学研究機関（非営利）★

-041 人文・社会科学研究機関（非営利）★

6321 -05 自然科学研究機関

-051 自然科学研究機関

6321 -06 人文・社会科学研究機関

-061 人文・社会科学研究機関

6421 -02 保健衛生

-021 保健衛生

6431 -01 社会保険事業★★

-011 社会保険事業★★

6431 -02 社会福祉（国公立）★★

-021 社会福祉（国公立）★★

6431 -03 社会福祉（非営利）★

-031 社会福祉（非営利）★

6431 -04 社会福祉

-041 社会福祉

① 平成23年表において「5911-09、-099 その他の電気通信」及び「5919-09、-099 そ
の他の通信サービス」に含まれていた有線放送電話を本部門に統合
② 平成23年表において「5911-09、-099 その他の電気通信」に含まれていたサーバ・
ハウジング・サービス、サーバ・ホスティング・サービスを「5941-01、-011 インター
ネット附随サービス」に統合

① 平成23年表において「5919-09、-099 その他の通信サービス」に含まれていた有線
放送電話を「5911-01、-011 固定電気通信」に、簡易郵便局の郵便事業及び郵便切手類
販売所（手数料）を「5791-01、-011 郵便・信書便」にそれぞれ統合
② 平成23年表の「5919-09、-099 その他の通信サービス」を「5911-03、-031 電気通
信に附帯するサービス」に名称変更

平成23年表において「5911-09、-099 その他の電気通信」に含まれていたサーバ・ハウ
ジング・サービス、サーバ・ホスティング・サービスを本部門に統合

平成23年表の「5951-01、-011 映像・音声・文字情報制作業」を「映像・音声・文字情
報制作（新聞・出版を除く。）」に名称変更

平成23年表において「5919-09、-099 その他の通信サービス」に含まれていた簡易郵便
局の郵便事業及び郵便切手類販売所（手数料）を本部門に統合

平成23年表の「6321-06、-061 人文科学研究機関（産業）」を「人文・社会科学研究機
関」に名称変更

平成23年表の「6421-02、-021 保健衛生（産業）」を「保健衛生」に名称変更

平成23年表において本部門に含まれていた社会保障基金に該当しないもの（国民年金基
金、国民年金基金連合会、厚生年金基金、企業年金基金、企業年金連合会、独立行政法
人農業者年金基金（旧年金を除く。）、独立行政法人中小企業基盤整備機構（小規模企
業共済勘定）、独立行政法人勤労者退職金共済機構等）を分割し、「5312-01、-011 生
命保険」に統合

平成23年表において本部門に含まれていた保育所を分割し、「6431-05、-051 保育所」
を新設

平成23年表の「6321-05、-051 自然科学研究機関（産業）」を「自然科学研究機関」に
名称変更

平成23年表において「9411-000 間接税（関税・輸入品商品税を除く。）」に含まれてい
た中央政府の手数料のうち、市場生産者の支払分（電波利用料収入、許可料収入等）を
本部門の財・サービスの販売に含める。
平成23年表において「9411-000 間接税（関税・輸入品商品税を除く。）」に含まれてい
た地方政府の手数料のうち、市場生産者の支払分を本部門の財・サービスの販売に含め
る。

① 日本標準産業分類の小分類819「幼保連携型認定こども園」を本部門に含める。
② 高等教育機関の活動のうち、研究活動分を「学術研究機関」各部門に含め、本部門
から除外する。
③ 学校に附属する研究機関の活動のうち、教育活動分を本部門に含める。

分野が属する13部門分類を「製造業」から「サービス」へ、統合小分類を「1119 その他
の食料品」から「6311 学校教育」へ移動

平成23年表の「6312-04、-041 その他の教育訓練機関（産業）」を「その他の教育訓練
機関」に名称変更

① 国公立高等教育機関の活動のうち、自然科学に関する研究活動分を本部門に含め
る。
② 国公立学校に附属して設置される研究機関の活動のうち、教育活動分を「学校教育
（国公立）★★」に含め、本部門から除外する。

① 国公立高等教育機関の活動のうち、人文・社会科学に関する研究活動分を本部門に
含める。
② 国公立学校に附属して設置される研究機関の活動のうち、教育活動分を「学校教育
（国公立）★★」に含め、本部門から除外する。
③ 平成23年表の「6321-02、-021 人文科学研究機関（国公立）★★」を「人文・社会
科学研究機関（国公立）★★」に名称変更

① 私立高等教育機関の活動のうち、自然科学に関する研究活動分を本部門に含める。
② 私立学校に附属して設置される研究機関の活動のうち、教育活動分を「学校教育
（私立）★」に含め、本部門から除外する。

① 私立高等教育機関の活動のうち、人文・社会科学に関する研究活動分を本部門に含
める。
② 私立学校に附属して設置される研究機関の活動のうち、教育活動分を「学校教育
（私立）★」に含め、本部門から除外する。
③ 平成23年表の「6321-04、-041 人文科学研究機関（非営利）★」を「人文・社会科
学研究機関（非営利）★」に名称変更

コード 部 門 名

① 平成23年表において本部門に含まれていた保育所を分割し、「6431-05、-051 保育
所」を新設
② 平成23年表の「6431-04、-041 社会福祉（産業）」を「社会福祉」に名称変更
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変 更 点

6431 -05 保育所

-051 保育所

6599 -01 会員制企業団体

-011 会員制企業団体

6631 -10 自動車整備

-101 自動車整備

6721 -01 飲食店

-011 飲食店

6721 -02 持ち帰り・配達飲食サービス

-021 持ち帰り・配達飲食サービス

7212 -00 対家計民間非営利団体消費支出

7311 -01 中央政府集合的消費支出

7311 -02 地方政府集合的消費支出

7321 -01

7321 -02

7411 -00 国内総固定資本形成（公的）

7511 -00 国内総固定資本形成（民間）

7611 -04 原材料在庫純増 2008ＳＮＡの「防衛装備品の資本化」に対応するため、定義・範囲を拡張

7111 -001 宿泊・日当

-002 交際費

-003 福利厚生費

8011 -01

9111 -000 賃金・俸給

9112 -000 社会保険料（雇用主負担）

9113 -000 その他の給与及び手当

9211 -000 営業余剰

9311 -000 資本減耗引当

9321 -000

9411 -000 間接税（関税・輸入品商品税を除く。）

① 2008ＳＮＡの「研究・開発の資本化」「防衛装備品の資本化」に対応するため、定
義・範囲を拡張
② 建築に係る「建設補修」部門の産出のうち、機能や耐用年数の向上を伴う工事は固
定資産と見なし、同部門に含める。

政府手数料のうち、平成23年表において本部門に含まれていた市場生産者の支払分（電
波利用料収入、許可料収入等）を「6111-01、-011 公務（中央）★★」「6112-01、-011
公務（地方）★★」の財・サービスの販売に、また、地方法人特別税を「9211-000 営業
余剰」に統合

① 2008ＳＮＡの「研究・開発の資本化」「所有権移転費用の扱いの精緻化」に対応す
るため、定義・範囲を拡張
② 建築に係る「建設補修」部門の産出のうち、機能や耐用年数の向上を伴う工事は固
定資産と見なし、同部門に含める。

平成23年表において本部門に含まれていた娯楽・スポーツ費を「9113-000 その他の給与
及び手当」に統合

① 平成23年表において「9112-000 社会保険（雇用主負担）」に含まれていた厚生年金
基金並びに「9113-000 その他の給与及び手当」に含まれていた厚生年金基金の上乗せ給
付に係る掛金及び確定給付企業年金への掛金に替えて、確定給付型企業年金に係る勤務
費用（一定期間の労働の対価として発生したと認められる退職給付）及び当該年金制度
運用に係る費用を「9113-000 その他の給与及び手当」に含める。
② 平成23年表において「7111-003 福利厚生費」に含まれていた娯楽・スポーツ費を
「9113-000 その他の給与及び手当」に含める。
③ 雇用者ストックオプションを「9113-000 その他の給与及び手当」に含める。

平成23年表において「9411-000 間接税（関税・輸入品商品税を除く。）」に含まれてい
た地方法人特別税を本部門に統合

① 2008ＳＮＡの「研究・開発の資本化」「所有権移転費用の扱いの精緻化」に対応す
るため、定義・範囲を拡張
② 建築に係る「建設補修」部門の産出のうち、機能や耐用年数の向上を伴う工事は固
定資産と見なし、同部門に含める。

輸出品の国内流通に係る消費税を23年表までは「7711-00 調整項」として別掲していた
が、27年表では調整項相当額を本部門に計上する。調整項相当額は還付されることか
ら、輸出額が過大計上にならないよう「5111-011 卸売」との交点でマイナス計上する。

資本減耗引当（社会資本等減耗分）

コード 部 門 名

輸出（普通貿易）

中央政府集合的消費支出
（社会資本等減耗分）

地方政府集合的消費支出
（社会資本等減耗分）

① 2008ＳＮＡの「研究・開発の資本化」「防衛装備品の資本化」に対応するため、定
義・範囲を拡張
② 建築に係る「建設補修」部門の産出のうち、機能や耐用年数の向上を伴う工事は固
定資産と見なし、同部門に含める。

平成23年表において「6431-02、-021 社会福祉（国公立）★★」、「6431-03、-031 社
会福祉（非営利）★」及び「6431-04、-041 社会福祉（産業）」にそれぞれ含まれてい
た保育所を分割し、本部門を新設

平成23年表の「6599-01、-011 対企業民間非営利団体」を「会員制企業団体」に名称変
更

自動車安全特別会計自動車検査登録勘定の業務は本部門に含める。

平成23年表の「6721-01、-011 飲食サービス」のうち、飲食店を分割

平成23年表の「6721-01、-011 飲食サービス」のうち、持ち帰り・配達飲食サービスを
分割

① 非市場生産者（対家計民間非営利団体）★の研究・開発の支出分は「7511-00 総固
定資本形成（民間）」へ振替
② 新たに計上される研究・開発（非市場生産者（対家計民間非営利団体）★分）等の
固定資産から発生する減耗分を含める。

① 中央政府に分類される非市場生産者（一般政府）★★の研究・開発の支出分は
「7411-00 国内総固定資本形成（公的）」へ振替
② 「公的金融(ＦＩＳＩＭ)」部門の産出額のうち、中央銀行の非市場産出分を従来の
金融部門から「公務（中央）★★」部門の中間投入に変更することにより、生産額の合
計から算出する「公務（中央）★★」部門の国内生産額の増加分を本部門に含める。

地方政府に分類される非市場生産者（一般政府）★★の研究・開発の支出分は「7411-00
国内総固定資本形成（公的）」へ振替

新たに計上される研究・開発（中央政府に分類される非市場生産者（一般政府）★★
分）等の固定資産から発生する減耗分を含める。

新たに計上される研究・開発（地方政府に分類される非市場生産者（一般政府）★★
分）等の固定資産から発生する減耗分を含める。
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